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令和４年度山形県働き盛り世代の健康ＵＰサポート事業費補助金交付要綱 

 

（目的及び交付） 

第１条 知事は、働き盛り世代の健康の保持・増進を促進するため、事業者が従

業員の健康づくりの取組みを推進する事業を行う場合において、山形県補助金

等の適正化に関する規則（昭和 35 年８月県規則第 59 号。以下「規則」という。）

及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で当該事業者に対し補助金

を交付する。 

 

（補助事業者） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業者（以下「補助事業者」という。）は、県

内に事業所を置く、補助金の交付申請時点において次の各号のいずれかに該当

する事業者とする。 

(1) 全国健康保険協会山形支部が行う「やまがた健康企業宣言」登録事業者 

(2) 被用者保険適用事業所であって、健康経営🄬（「健康経営🄬」は、ＮＰＯ法人

健康経営研究会の登録商標）に取り組むことを事業所の内外に発信している

事業者 

  

（補助対象事業及び補助金の額） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業及び経費並びに補助金の額は、別表に掲

げるとおりとする。 

 

（交付の条件） 

第４条 この補助金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付する。 

(1) 事業の内容変更、中止又は廃止する場合には知事の承認を受けること。 

(2) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合

には速やかに知事に報告し、指示を受けること。 

(3) 補助事業に係る経理は、他の経理と明確に区分すること。 

(4) この補助金は、他の要綱等の給付と重複して受けられないものとする。 

 

（交付申請） 

第５条 補助金交付申請書（規則別記様式第１号）の提出期限は、令和４年６月

30 日又は知事が別に定める日とし、添付すべき書類は次のとおりとする。 

(1) 事業計画書（様式第１号） 

(2) 収支予算（見込み）書（様式第２号） 

(3) 所要額調書（様式第３号） 

(4) その他知事が必要と認める書類 

 

（交付決定の通知） 

第６条 知事は、前条の規定による補助金の交付申請があったときは、交付申請
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書等の書類の審査により、適正と認めたときは、補助金の交付の決定を行い、

申請者に通知するものとする。 

２ 前項の交付の決定にあたり、知事は、補助金の交付申請に係る事項を修正し

て、又は必要な条件を付して申請者に通知することができる。 

 

（交付決定の取消し） 

第７条 知事は、補助金の交付を受けた補助事業者が次の各号のいずれかに該当

する場合には、交付決定を取り消し、補助金の一部又は全額を返還させること

ができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 規則又はこの要綱に違反する行為があったとき。 

 

（補助金の返還） 

第８条 補助事業者は、前条の規定による取消の通知を受けたときは、速やかに

補助金を返還しなければならない。 

 

（事業計画の変更の承認申請） 

第９条 規則第７条第１項第１号に規定する軽微な変更は、別表の軽微な変更の

欄に掲げる事業目的に反しない経費の配分の変更又は内容の変更とする。  

２ 規則第７条第１項第１号の規定により知事の承認を受けようとするときは、

事業計画変更承認申請書（別記様式第３号）に必要に応じて変更内容の分かる

書類を添付して提出しなければならない。 

 

（事業の中止又は廃止の承認申請） 

第 10 条 規則第７条第１項第１号の規定により、事業の中止又は廃止について

知事の承認を受けようとするときは、事業中止（廃止）承認申請書（別記様式

第４号）を事業中止又は廃止しようとする日の 15 日前までに知事に提出しな

ければならない。 

 

（事業が予定の期間内に完了しない場合等の報告） 

第 11 条 規則第７条第１項第２号の規定により、補助事業が予定の期間内に完

了しないと見込まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、その理

由を記載した補助事業遂行状況報告書（別記様式第５号）を知事に提出し、指

示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第 12 条 規則第 12 条の規定に基づき、令和４年 11 月末現在の状況を記載して、 

同年 12 月 12 日までに補助事業状況報告書（別記様式第６号）を知事に提出し

なければならない。 
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（実績報告） 

第 13 条 補助事業実績報告書（規則別記様式第２号）の提出期限は、補助事業が

完了した日（廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）から 30 日を

経過する日又は令和５年２月 28 日のいずれか早い日とし、添付すべき書類は

次のとおりとする。 

(1) 事業実績書（様式第１号） 

(2) 収支決算（見込み）書（様式第２号） 

(3) 所要額調書（様式第３号） 

(4) その他知事が必要と認める書類 

 

（額の確定） 

第 14 条 知事は前条の規定による報告を受けた場合には、実績報告書等の書類

の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の成果が

交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき

補助金の額を確定し、補助事業者にその額を通知するものとする。 

 

（補助金の支払い） 

第 15 条 補助金は、交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものとする。 

 

（帳簿の備付等） 

第 16 条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出の帳簿並びに証拠書類を

整備し、当該補助事業の終了の年度の翌年度から起算して５年間保管しなけれ

ばならない。 

２ 知事は、必要と認める場合は、前項に掲げる書類の提出を補助事業者へ求め

ることができる。 

 

（財産の管理） 

第 17 条 補助事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下「取得財

産」という。）について、補助事業の完了後も、取得財産等管理台帳（別記様式

第７号）を備え、その保管状況を明らかにし、善良な管理者の注意をもって管

理するとともに、補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければ

ならない。 

  

（財産処分の制限等） 

第18条 取得財産のうち規則第22条第２号の規定により知事が指定する財産は、

取得価格又は効用の増加額が１件 50 万円以上の機械及び器具とする。 

２ 規則第 22 条の規定により知事の承認を受けようとするときは、財産処分承

認申請書（別記様式第８号）に理由書を添えて知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、前項の承認をする場合、交付した補助金の全部又は一部に相当する

金額を県に納付させることができるものとする。 
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４ 規則第 22 条ただし書の規定により知事が定める期間は、減価償却資産の耐

用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年数を経過

するまでの期間とする。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年５月 18 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年６月 10 日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和４年７月 15 日から施行する。 
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別表 

補助対象事業 
補助対象経費 

※消費税は補助対象外 

補助金の額 

及び補助率 

軽微な変更 

経費の配分の変更 事業の内容の変更 

以下の(1)、(2)を組み合わせた事

業費総額 10 万円（税抜き）を超え

る事業 

 

(1)健康保持・増進事業 

従業員の健康保持・増進のために

実施又は参加する以下の事業 

ア ウォーキング推進事業（必須） 

イ 健康づくり事業（任意） 

 ・食生活の改善 

 ・メンタルヘルス 

 ・喫煙対策 

 ・生活習慣病予防 

 

(2)健康管理関連機器購入事業 

（任意） 

従業員が利用する健康管理機器

等の購入に要する経費 

 

(1)健康保持・増進事業 

ア ウォーキング推進事業 

報償費、食糧費（スポーツ飲

料等）、印刷製本費、消耗品費、

役務費、委託料、使用料及び賃

借料、負担金 

イ 健康づくり事業 

講師謝金、講師旅費、印刷製

本費、消耗品費、役務費、委託

料、使用料及び賃借料、負担金 

 

(2)健康管理関連機器購入事業 

対象機器 

歩数計、活動量計、歩数管理

に用いる情報機器（通信・接

続機器）、体重計、血圧計、体

組成計、心拍計、筋力測定器、

体力測定器 

 

※(1)、(2)の経費で個人に係る

ものは 5千円以下とする。 

 

補助対象経費の総額

に、補助率を乗じて得た

額（その額に千円未満の

端数が生じる場合は、そ

の端数を切り捨てた額）

又は補助上限額のいず

れか低い額 

 

【補助率】 

補助対象経費の１/２ 

 

【補助上限額】 

10 万円 

 

 

次に掲げる変更以外

の変更 

 

補助対象経費の欄に

掲げる経費の 20％を超

える増減 

ただし、補助金額に変

更のない場合は除く 

次の掲げる変更以外の

変更 

 

１ 事業実施主体の変更 

２ 事業内容の重要な変

更 

 

 


